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巻頭言

研究開発をめぐる
最近の動き

アグリビジネス創出フェア 2005を御視察される宮腰副大臣（左上写真）と常田副大臣（右下写真）
※　記事 P3参照

・シーズ培養研究とその成果（11月 18日 , 会場：東京大学）
・IT がきり拓く新しい農業（11月 28日 , 会場：秋葉原コンベンションホール）
・自然共生プロジェクト（12月２日 , 会場：つくば国際会議場）

～農業経営の発展の基礎となる革新的生産技術の開発～

米国の植物比較ゲノム研究と組換え作物を用いた物質生産

～18作物，37品種を命名登録～
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　我が国の科学技術政策の中にあって、産学官の連
携が声高に叫ばれている。そこには科学技術の産業
化を経済活性化の起爆剤にしようとする意図があ
る。しかし、産学官の連携を基本とする産業技術政
策は目新しいものではなく、戦後経済復興で成功を
収めて以来のいわば我が国のお家芸である。もっと
もその頃は外国の進んだ技術のキャッチアップに主
眼が置かれ、本家の技術以上に仕立て上げられた技
術が世界を席巻した時代であった。そのため外国か
らは基礎研究ただ乗りという批判にさらされた時代
でもあり、アメリカが 1980 年代に我が国をターゲッ
トに知的財産権の強化策を講じるきっかけともなっ
たことは有名な話である。
　このように、かつて成功を収めた我が国の産業技
術政策であるが、一次産業としての農林水産分野に
おける研究開発については、そうした枠組みの中で
の議論にさらされることは少なく、ましてや世界を
競争相手とする見方はおよそ皆無に近かった。その
背景には、農林水産分野の研究開発には本来産業側
であるべき農業者等からの投資が望めず、そのため
公的研究機関や大学が主体を担ってきた研究開発で
は、彼らを共同研究のパートナーとする発想がな
かった特殊性がある。加えて、研究開発の成果は一
義的に我が国の農林水産業に裨益すべきものとする
限定的な考えに固執してきたことが、研究開発の戦
略に国際的視点が欠如した大きな要因である。
　ところで、これまでの化石資源に依存した社会か
ら持続的発展が可能な社会への転換という地球規模
での課題に直面している今世紀は、生物機能を活用
するいわゆる「生物の時代」といわれている。この
ため我々に対しては、これまでの農林水産分野の研
究開発の常識を打ち破り、食料・健康・エネルギー・
環境等との関わりの中で新たな生物産業の創出に向
けた研究開発の展開が求められている。当然のこと
としてこれらの分野には各国とも関心が高く、研究
開発は厳しい国際競争の環境下にある。

　このような状況の下、我が国の技術上の比較優位
性を確保するためには、バイオテクノロジー、情報
技術（ＩＴ）、ナノテクノロジー等幅広い分野の先
端技術への戦略的な取り組みが重要であり、研究成
果の産業技術化のためには民間企業との連携強化が
不可欠である。しかし、先端技術の研究開発には大
きなリスクが伴う。ましてや研究開発の出口をこれ
までのように国内にだけで留め置くとするならば、
限られた国内マーケットという点で、民間企業が共
同研究に参加する際の決定的な障害となる。
　昨年の 12 月、アメリカで Innovate America と
銘打った報告書が出された。アメリカの通商産業政
策に強い影響力を持つ民間団体である競争力協議会
（Council on Competitiveness）から出されたもので、
取りまとめの責任者の名を取ってパルミザーノ報告
と呼ばれている。報告書では、イノベーションこそ
がアメリカの 21 世紀における成功を決定づける唯
一のファクターという位置づけに立って、人材、投
資、基盤整備の３分野について戦略的な提案がなさ
れている。
　我が国の民間企業にあっては、こうした国際戦略
に長けたアメリカ等外国企業を相手に競争しなけれ
ばならない。そうした理解の上に立った産業技術政
策を技術会議が打ち出さなければ、産学官の連携を
呼びかけても企業の関心を永続的に引き留めること
は難しい。
　今日「攻めの農政への転換」の一環から、未来を
拓く技術開発の重要性が指摘されるとともに、農林
水産物の輸出促進策が講じられている。そこで提案
であるが、輸出促進の対象として「技術の輸出」と
いう視点を加えることを提言したい。そのことは我
が国の産業技術の基盤強化という観点からだけでは
なく、国際社会への貢献という点でも重要である。
そのことと関連して知的財産権の確保に留意すべき
ことは言うまでもなく、そのための環境整備も国の
行う産業技術政策の重要な課題である。　　　　■

「技術の輸出」への提言
（社）農林水産先端技術産業振興センター理事長　岩元　睦夫

　本年８月 24 日に、「つくばエクスプレス（通称
TX）」が開通。これを記念して、９月 21日（水）・22
日（木）の２日間、秋葉原ダイビルにおいて、「ＴＸ
テクノロジー・ショーケース　ツクバ・イン・アキバ

2005」が開催された。つくばサイエンス・アカデミー主催で、つくばで開
発された最先端の科学技術の成果を東京で発信しようという試み。農林水産
省所管の研究機関（11件）を含む合計 63件が出展。１日目の午後に「農林
水産機能性食品開発の現状と未来－ファイトケミカルズのちから」と題し、
緑茶や甘藷、柑橘類等が持つ機能性に関する最新の研究成果が分かり易く紹
介された。会場の奥に設けられた約 60の客席は瞬く間に満席となり、これ
を上回る数の立見客が出るほど。　 ポスターセッション
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　「農業試験研究独立行政法人等育成農作物新品種
命名登録要綱」に基づき、平成 17 年９月 15 日付け
で、18 作物、37 品種を農林水産省農作物新品種と
して命名登録しました。

水稲：GABA及び水溶性多糖を多く含み機能性食
品の素材に適する「あゆのひかり」、東北中
部以南向けの稲発酵粗飼料用品種「べこあお
ば」、外観品質も優れた暖地の普通期栽培向
け極良食味品種「にこまる」、「ハナエチゼン」
のいもち病抵抗性同質遺伝子系統「ハナエチ
ゼンＢＬ１～４号」等 11 品種

ばれいしょ：ジャガイモシストセンチュウ抵抗性で
　　　ポテトチップに適する品種「らんらんチップ」
　　　等２品種
大豆：青臭みやえぐ味が少なく豆乳・豆腐に適する

　　　「きぬさやか」等２品種
とまと：剥皮後の果実品質が優れ、ホールトマトに
　　　適する「ホールファイン」
なし：無袋栽培でも外観が良く、食味良好で「幸水」
　　　より早生の青ナシ「なつしずく」
びわ：果実が大きく柔軟多汁で食味が良い早生品種
　　　「涼峰」
とうもろこし：乾物収量が高い寒地向きサイレージ
　　　用品種「きたちから」等７品種

　この他に、陸稲、かんしょ、あずき、いぐさ、さ
とうきび、タンゴール、チューリップ、オーチャー
ドグラス、トールフェスク、ペレニアルライグラス、
スムーズブロムグラスの品種を登録しました。
　なお、命名登録の詳細については、以下のURL
をご参照ください。
http://www.s.affrc.go.jp/docs/press/2005/0915.htm

（地域研究課）■

平成 17 年度農林水産省農作物新
品種命名登録（第１回）について

草　姿
（左 : あゆのひかり 右 : コシヒカリ）

籾 及び 玄米
（左 : あゆのひかり 右 : コシヒカリ）

　10 月６・７日の両日、東京国際フォーラム展示
ホールにおいて、「出会えます！最新技術シーズと
ビジネスパートナー」をテーマに、「アグリビジネ
ス創出フェア2005」が開催されました。本フェアは、

昨年に引き続き、今回が２回目の開催となります。
　会場では、昨年を大幅に上回る 88 の団体（昨年：
59 団体）がブースを設けて、農林水産・食品分野
の最新の研究成果等を展示し、新たなビジネスの創
出を目指して、来場者との濃密な意見交換が行われ
ました。
　本フェアは、マスコミにも大きく採り上げられる

アグリビジネス創出フェア 2005
が大盛況
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　平成 17 年８月 25 日、「放射性同位元素、核燃料
物質、遺伝子組換え生物等の管理に関する担当者会
議」が開催されました。
　会議は、放射性同位元素が管理区域外で発見され
るなど不適切に取り扱われていた事例が近年散見さ
れたことから、放射性同位元素、核燃料物質、遺伝
子組換え生物等を使用している研究所等の担当者間
で情報を共有し、意見を出し合うことで、再発の防
止及び早期発見を図ることを目的として行ったもの
で、農林水産省所管の各試験研究独立行政法人の企
画調整担当者や放射性同位元素等の使用責任者など
34 名が出席しました。
　会議では、まず技術会議事務局技術安全課から最
近の違反事例及び注意事項について総括的な説明が

行われた後、代表的な事例として、放射性同位元素
については（独）農業生物資源研究所から、核燃料
物質については（独）農業･生物系特定産業技術研
究機構の３研究所から、遺伝子組換え生物等につい
ては（独）農業生物資源研究所から、それぞれ具体
例が報告され、意見交換が行われました。
　意見交換では、不適切事例が生じたときの対応の
ポイントや留意点などについて質疑応答が行われる
とともに、「先端技術の研究にはリスクが伴うが、
どのような行為が法令に違反する事になるのか確認
をすることが重要」「調査の際には先入観を持たず
行うことが大切」など再発防止に向けた意見が出さ
れました。また、「制度の変更に伴う情報の周知が
不足している」「法令の分かりやすい説明が必要で
ある」など、問題点が提起されました。
　国民の信頼の下に円滑に先端技術研究を推進する
ためには、法令に対する遵守意識を高く保ち、職員
教育などの取組みを行うことが重要であり、今後と
も情報の共有に努めていくこととなりました。                

（技術安全課）■

　我が国における食品に関する安全性の研究（特に
食品の放射線照射殺菌技術の研究動向）や行政シス
テムの現状把握のため来日した、バングラデシュ国
科学院のナイユン・チョウダリィ副院長が、９月７
日に技術会議事務局の山田事務局長と丸山研究総務
官を表敬訪問され、日本とバングラデシュ国との研

究交流について意見交換が行われました。山田事務
局長は、我が国の農業研究体制や研究内容について
説明し、我が国とバングラデシュ国間で行われてい
る食と農の安全確保のための共同研究の成果に期待
している旨を述べました。チョウダリィ副院長から
は、近年、バングラデシュ政府内でも食品の安全性
について活発な議論が行われるようになってきてお
り、研究面からも積極的に対応しているとの発言が
ありました。　　　　　　　　　  （国際研究課） ■

バングラデシュ国科学院副院長局
長表敬

放射性同位元素等の適正な管理に
向けて
「放射性同位元素 ､核燃料物質 ､遺伝子
組換え生物等の管理に関する担当者会
議」

とともに、参加者は２日間で延べ 5,000 名を超え（昨
年：約 3,000 名）、大盛況となりました。また、公
務ご多忙の中、宮腰副大臣、常田副大臣にもご来場
頂き、参加者と直接意見交換して頂くことができま
した。

  今後とも、産学官連携の一層の強化を目指して、
農林水産・食品分野の研究成果の我が国を代表する
情報発信の場となるよう、本フェアを継続して参り
たいと考えております。（先端産業技術研究課）■
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平成 18 年度予算重点事項
農業経営の発展の基礎となる革新
的生産技術の開発

　平成 17 年７月 17 日から 24 日までの出張におい
て、アメリカ合衆国ワシントン州シアトルで開催さ
れた米国植物生理学会に17日から20日まで参加し、
ノースカロライナ州 Syngenta Biotechnology Inc を
22 日に訪問しました。学会ではポストイネゲノム

研究の方向性を検討するためのセッション、植物を
用いた物質生産（主に蛋白質）を中心に情報を収集
し、トウモロコシにおいては活性のある酵素が実用
化レベルで生産可能なことが印象的でした。植物を
用いての蛋白質生産は合成時のコストがかからない
ため、非常に安価な生産方式と考えられ、太陽、土
地を利用したバイオマスとも考えられます。組換え
体の栽培については国により規制が異なるため、今
後実用化に向けての取り組みは国により事情は異

海外調査報告：米国の植物比較ゲ
ノム研究と組換え作物を用いた物
質生産

「粗飼料多給による日本型家畜飼養技術の開発」
　新たな食料自給率目標達成のため、可消化養分総
量（ＴＤＮ）の生産効率を飛躍的に向上させる品種
とその栽培技術、サイレージ調製技術、省力的に飼
料作物を収穫し、効率的に流通させる技術の開発を
行う。また、自給飼料多給を基本とした効率的な畜
産物生産技術を確立するため、粗飼料の採食量を高
めるとともに、摂取した飼料の消化・吸収高める技
術等、粗飼料多給型の家畜飼養技術を開発する。

「低コストで質の良い加工・業務用農産物の安定供
給技術の開発」
　農産物の消費先は家庭用から加工・業務用へのシ
フトが進んでいるが、輸入農産物との競合が激しい
加工・業務用農産物について、食品感性工学、工学
分野における高分子レオロジー等の新たな知見やＤ
ＮＡマーカーを活用して画期的な特性を有する農産
物を開発する。また、これを低コストで安定供給で
きる生産技術を開発し、国産加工・業務用農産物生
産の拡大による、自給率向上を目指す。

（地域研究課）■
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　平成17年度第５回農林水産技術会議の概要

●日　時　　平成 17 年９月 20 日（火）　10：00 ～ 12：45
●場　所　　農林水産技術会議委員室
●出席者
　　　甕会長、佐々木委員、榊委員、貝沼委員
　　　染技術総括審議官、山田事務局長、丸山研究総務官、林総務課長　ほか
●議　題　（１）　平成 18 年度予算の概算要求及び組織定員要求について
　　　　　（２）　「農林水産研究基本計画に基づく施策の実施について」の策定について
　　　　　（３）　平成 16 事業年度における独立行政法人評価結果について
　　　　　（４）　平成 17 年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業の新規採択課題の決定に
　　　　　　　　ついて
　　　　　（５）　農業関係試験研究独立行政法人の次期中期目標の構成について
　　　　　（６）　農林水産技術会議所管独立行政法人に係る個別法の改正等について
　　　　　（７）　独立行政法人の運営状況等について
　　　　　　　（（独）農業・生物系特定産業技術研究機構、（独）農業環境技術研究所、（独）農業工学　
　　　　　　　研究所）
●配布資料
　　　　　　資料１－１　平成 18 年度予算概算要求の概要について
　　　　　　資料１－２　平成 18 年度組織・定員要求について
　　　　　　資料２　　　「農林水産研究基本計画に基づく施策の実施について」の策定について
　　　　　　資料３－１　平成 16 事業年度における独立行政法人の業務の実績に関する評価結果に
　　　　　　　　　　　　ついて
　　　　　　資料３－２　参考資料（平成 16 事業年度における独立行政法人の業務の実績に関する評価
　　　　　　　　　　　　結果について）
　　　　　　資料４　　　平成 17 年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業の新規採択課題の決
　　　　　　　　　　　　定について

なって来ると考えられます。22 日に訪問したシン
ジェンタ社では John Steff ens 博士（写真右）の案
内のもと、イネゲノムデータをもとに主にトウモロ
コシの重要形質解明及び育種への応用、また、ＧＭ
作物としてはビタミンＡ含量を強化したゴールデン
ライスの実物も見せていただくことができました。
朝８時から夕方までの間、研究所内の見学、シンジェ
ンタ社でのこれ以外の研究の取り組みなど、さまざ
まな情報に接することができ非常に有意義な時間を
過ごすことが出来ました。今回の出張でお世話に
なった方々にこの場を借りて御礼申し上げます。　

　　　　　　　　　　　　 　（片寄研究調査官）■

ステファンス博士（右）と筆者
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（１）平成 18 年度予算の概算要求及び組織定員要求
について
　平成 18 年度の農林水産省の科学技術関係予算の
概算要求及び農林水産技術会議事務局の組織定員要
求について報告された。

（２）「農林水産研究基本計画に基づく施策の実施に
ついて」の策定について
　農林水産研究基本計画において定めた「農林水産
研究に関する施策」を推進するために、農林水産技
術会議事務局として、平成 17 年度以降の取組をま
とめ、関係方面へ通知したことが報告された。

（３）平成 16 事業年度における独立行政法人評価結
果について
　８月に行われた農林水産省独立行政法人評価委員
会の各分科会における研究関係独立行政法人の平成
16 事業年度の業務の実績に関する評価結果が報告
された。

【主な意見等】
　○全体的に評価業務は多く、する方もされる方も
作業が大変である。関係する各評価に活用できる様
式の統一等、作業の省力化を図るよう検討すること。

（４）平成 17 年度先端技術を活用した農林水産研究
高度化事業の新規採択課題の決定について
　年度途中において突発的な重要課題に対応でき
る「緊急課題即応型調査研究」及び年度途中におけ
る採択枠を残していた「リスク管理型研究」の平成
17 年度採択課題について報告された。

（５）農業関係試験研究独立行政法人の次期中期目
標の構成について
　現在検討中の農業関係試験研究独立行政法人の平
成 18 年度から目標である中期目標の構成案につい

て報告された。

（６）農林水産技術会議所管独立行政法人に係る個
別法の改正等について
　昨年 12 月に農林水産省が決定した独立行政法人
の事業内容の見直しを受けて、検討中の農業・生物
系特定産業技術研究機構等４法人の統合その他の法
制上必要な措置内容を報告した。

（７）独立行政法人の運営状況等について
　農業・生物系特定産業技術研究機構の三輪理事長、
農業環境技術研究所の佐藤理事長、農業工学研究所
の宮本理事長より、各独法のこれまでの取組状況と
今後の取組方向についての報告及び農林水産技術会
議へ要望が行われた後、意見交換が行われた。

【主な意見等】
　○法人の統合にあたって、農業、食品、工学、そ
れぞれの研究蓄積を活かし、一体となった大きな成
果を生み出すように、有効なプロセスをつくること。
　○独立行政法人は優れた成果を出しても、現場で
役に立って初めて評価される。研究開発から普及ま
で一貫した方向付けをする等の技術の普及に新たな
取組が必要である。
　○環境分野は重要な研究であるが、地味な分野で
あるため、わかりにくい。国民の理解を得られるよ
うに研究成果等の情報発信に力をいれること。

【独法からの主な要望等】
　○農業技術の全体方向として、将来の農業のあり
方を踏まえ、農家を始め関係者すべてで共有できる
農業技術ビジョンを明確にすべき。また、独法と普
及組織や農協系統との連携が求められる可能性があ
るが、そのためにも県のレベルアップが必要だ。
　○評価の労力が大変である。効率的な評価作業と
なるように方法を検討すべき。

　　　　　　資料５　　　農業関係試験研究独立行政法人の次期中期目標の構成について
　　　　　　資料６　　　農林水産技術会議所管独立行政法人に係る個別法の改正等について
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発表年月日 発 表 事 項 名 担 当 課
17. ９.15 平成 17 年度農林水産省農作物新品種命名登録（第 1回）に

ついて
地域研究課

17. ９.16 クローン牛の異動報告のとりまとめについて 技術安全課
17. ９.20 「生物多様性影響評価検討会総合検討会」の開催及び傍聴に

ついて
技術安全課

17. ９.30 研究開発の評価結果について 技術政策課

記者発表

今後の予定
年 月 日 行 事 名 開催場所 担 当 課
17.11.14 ～ 15 平成 17 年度第 7回農林水産技術会議 愛知県・三重県 総務課

Information　お知らせInformation　お知らせ

　農林水産省委託事業「バイオテクノロジー先端技
術シーズ培養研究」（昭和 59 年度～平成 16 年度）
の成果のうち、特に優れたものを厳選して、大学生
や大学院生向けの公開講演会を開催します。

　農林水産省委託プロジェクト「データベース・モ
デル協調システムの開発」（H13 － H17）では、Ｉ
Ｔを農業に生かすため、農業現場で有用なハードや
ソフトが研究開発されたことから、デモや現場から
の報告も含めた成果発表会を開催します。

日時：11月 18日（金）10:15 ～ 16:35
会場：東京大学山上会館
入場料：無料（当日受付、先着 150名）
問い合わせ先：農林水産省　農林水産技術会議事務
局　研究開発課　二階堂、鈴木
　Tel:03-3501-0966　Fax:03-3593-7227
　E-mail:kiyosuzu@affrc.go.jp

日時：11月 28日（月）10:00 ～ 17:00
会場：秋葉原コンベンションホール　会議室５Ｂ
入場料：無料（事前登録必要：http://zoushoku.
narc.affrc.go.jp/DataModel/）
問い合わせ先：農林水産省　農林水産技術会議事務
局　研究開発課　二階堂、鈴木
　Tel:03-3501-0966　Fax:03-3593-7227
　E-mail:kiyosuzu@affrc.go.jp

シーズ培養研究とその成果－動物・植物・酵素分野の
トップランナーが語る－

IT がきり拓く新しい農業

　農林水産省委託プロジェクト研究『流域圏におけ
る水環境・農林水産生態系の自然共生型管理技術の
開発』では、農業と自然との共生を目指した技術開
発とその普及に向けた社会科学的研究を推進してい
ます。今回、流域の健全な水循環への貢献等、本プ
ロジェクトで得られた主要成果について紹介します。

日時：12月 2日（金）　10:00 ～ 16:30
会場：つくば国際会議場２階中ホール
　　　（つくばエクスプレスつくば駅より徒歩約 10分）
入場料：無料（先着申し込み者 200名）
問い合わせ先：（独）農業工学研究所、水工部長室付、
　自然共生プロジェクト事務局
　Tel:029-838-7591　Fax:029-838-7609
　E-mail:kyousei@affrc.go.jp

「自然共生」シンポジウム
ー自然と共生する農林水産業に向かってー

催事情報


